
　今年の１月から１２月の所得に応じて課税される平成２８年度の市・道民税。
　来年の６月頃に税額決定・納税通知書を送付しますが、この平成２８年度の市・道民税から適用
される、主な改正点は次のとおりです。

斬公的年金からの特別徴収
　６５歳以上の方の公的年金所得に係る市・道民税は、特別徴収（公的年金からの天引き）で納める
こととなっています。徴収額は、本徴収税額（１０・１２・２月）と仮徴収税額（４・６・８月）に分けら
れていますが、納期ごとの平準化を図るため、平成２９年４月以降の仮徴収分から、仮徴収税額の
計算方法が変わります。
※納期ごとの税額の変更で、年税額は変わりません。

今までの計算方法　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
本徴収仮徴収

年税額年度
２月１２月１０月８月６月４月

１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００６０,０００平成２７年度

２,０００２,０００２,０００１０,０００１０,０００１０,０００３６,０００平成２８年度

１８,０００１８,０００１８,０００２,０００２,０００２,０００６０,０００平成２９年度

２,０００２,０００２,０００１８,０００１８,０００１８,０００６０,０００平成３０年度

年税額から仮徴収した額
を引いた額の３分の１前年度２月分と同額納期ごとの計算方法

これからの計算方法　　　　　　　　　　　　（単位：円）
本徴収仮徴収

年税額年度
２月１２月１０月８月６月４月

１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００６０,０００平成２７年度

２,０００２,０００２,０００１０,０００１０,０００１０,０００３６,０００平成２８年度

１４,０００１４,０００１４,０００６,０００６,０００６,０００６０,０００平成２９年度

１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００１０,０００６０,０００平成３０年度

年税額から仮徴収した額
を引いた額の３分の１

前年度年税額の６分の
１

納期ごとの計算方法

一度年税額に差が出ると、納期ご
との金額に大きな差が出ること
があります

年税額に差が出ても、２年連続で

年税額が同額の場合、納期ごとの

金額が平準化されます

斬ふるさと納税（都道府県または市区町村に対する寄附金）
特例控除額の拡充
　ふるさと納税に係る特例控除額の上限が、所得割額の１割から２割に拡充されました。

申告手続の簡素化（平成２７年４月１日以降の寄附から適用）
　確定申告が不要な給与所得者等で、次のいずれにも該当する方が、ふるさと納税をする際に、ふ
るさと納税先の地方公共団体に特例の申請をすることで、ふるさと納税に係る寄附金控除をワン
ストップで受けられるようになりました。
毅ふるさと納税による寄附金控除を受ける目的とは別に、所得税や住民税の申告をする必要のな
い方
毅寄附をする地方公共団体の数が５団体以下と見込まれる方
※平成２７年１月１日から３月３１日にふるさと納税をされた方は、確定申告が必要となるため、対
象外となります。

問合先問合先　市市 ・ 道 民 税 の こ と・ 道 民 税 の こ と はは 市税務課市民税グルー　市税務課市民税グループプ

ふるさと納　　　　ふるさと納税税（寄附）（寄附）のことは 市企画室のことは　市企画室　　　　　　　
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